
は じ め に

昭和61年11月に発生した伊豆大島三原山噴

火では､災害の危険性が全鳥に拡大する中で、

策に関する調査研究」を行った。以下におい

て，その概要を紹介することとしたい。

我が国災害史上例をみない島民等約１万人余　　1。昭和61年伊豆大島噴火時における現地防

に及ぶ大規模な島外避難が行われた。　　　　　　 災関係機関等の対応

この噴火に際しては,災害情報の収集伝達，　　 東京都は，既に昭和57年に地域防災計画を

住民の避難に関する措置等の応急対策が概ね　　見直し，火山榻を新たに策定するなど火山対

適切に講じられたこともあって，幸いにも死　　 策の充実強化を図っていた。

傷者はなかったが，この噴火災害は，離島に　　　 また，大島町，東京都大島支庁，大島警察

おける噴火災害対策を考える上で，多くの重　　 署及び大島測候所の四機関は，都の指導を受

要な教訓を残し，問題点等を提起した災害で　　け，四者懇談会（町長，支庁長，警察署長及

あった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　 び測候所長）を設置し，定期的に会合を行っ

そこで，消防庁では，昭和62年度に，伊豆　　ていた（表１）。

大島を中心に，今後離島において同種の噴火　　　昭和61年11月15日に伊豆大島が噴火する

災害が発生した場合に備えて，現地防災関係　　 と，東京都，大島支庁，大島町，大島警察署

機関等の警戒避難対策を明らかにすることを　　等では，警戒体制をとり，情報連絡体制の強

目的として，「離鳥における火山噴火災害対　　 化，現地視察，交通規制，カルデラ内への立

表１　噴火 直前の四者懇談会開催状況

開 催口 検　　　　　 討　　　　　 内　　　　　 容

61年 ８月31日 ７月下旬から火山性微動が記録されたことに伴い，「警戒区域を厳重にし，火口内

には 入れないこと」を決定

10月20 日 火山性徴動か大きく，活発化してきたことに伴い，「①立入禁止札の修復　②立入

禁止区域の拡大　③山頂付近の観光客に対する連絡方法　④　ハイキングコース入口

の注 意喚起表示」 を決定

10月24日 大島 町が施工し た住民向け防災行政無線及び移動無線の点検の実施

11月７日 10月30日 に発表 された噴火予 知連会長の｢伊豆大鳥の火山活動についてのコメント｣

を跳 題として協議し，各機関の連携を一層密にすることを確認

11月14日 臨時火山情 報14号（火口から噴 気を吹 きあげている）を受けた町．支庁，警察の三

者か現 地調 査
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大　 鳥　町

大島町三原山喰火対策本部

(11 月15旧9:00 設冊)

150人

図１　四者共同対 策本部

四者共川対 策本部

(11月16日9 :00 設置)

大 鳥 支 庁 大島警察桝 大鳥 測候所

大鳥警察署甲号現場警備本部

山 月15旧8:00 設置）

90人

大島支庁三 原山噴火対策本部

(11月17日（6:00設置)
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入禁止，警戒連絡要貝の配置等を実施した。　　2. 伊豆大島噴火時における住民の避難

また，それまでの四者懇談会を発展的に改

組した四者共同対策本部が設世された（図

１）。

さらに，東京都では，11月21日に本噴火の

通報を受けると，自衛隊，海上保安庁及び東

海汽船に対し，艦船の待機要請を行うととも

に，災害対策本部を設置し，避難者の受入体

制の確立を図った。また，静岡県に対し，避

難者の受入要請を行った。

現地では，大島町役場内に，大島支庁，大

島町，大島警察署，大島町消防団，東海汽船

大島支店等による合同災害対策本部が設置さ

れた。これは，情報の共有化，統一的活動の

実施という点で効果的であった。

住民の避難誘導は，消防団員，警察署員，

町職員が協力して概ね適切に行われた。

噴火直後の住民行動をみると，外に出て喰

火の様子を見た等の情報行動→避難準備，あ

るいは情報行動→火の始末をしたりガスの元

栓を締めたりした等の防災行動→避難準備と

いう連鎖になるといえる（図２）。

また，噴火時の不安と被害予想をみると，

いずれも約３分の１の住民が不安はほとんど

感じなかった，被害はほとんどないと思った

としており，噴火直後には，かなり多くの住

民が被害を過少評価していたといえる。

次に，避難指示の聴取度をみると，聞いた

人が83％に達しており，聴取度は極めて高

かった。また，これらの情報源は，防災行政

無線や消防団などの公的なメディアが圧倒的

に多かった。このうち，防災行政無線の効果

をみると，全体としては，よく聴取できた人

が53％を占めているが，地区によってバラツ

キがみられる（図3 ）。
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また，住民の99％が自宅を離れ

避難をしているが，そのほとんど

は公的な指示をきっかけとしてお

り，避難先も，避難指示の中で指

定された場所がほとんどであっ

た。

避難途中における住民の噴火予

想は，噴火直後に比べ，かなり深

刻であり，また不安も大きかった

が，住民の多くは落ち着きある行

動をしていた。その原因としては，

①避難住民の緊密な連帯意識，②

消防・警察の適切な避難誘導，③

電気が通じていたため，照明が切

れず避難が容易だったこと等があ

げられる。しかし, 一部地域では，

避難誘導の混乱から，住民が右往

左往させられる事態が生じた。

なお，島外避難に対する住民の

受け止め方をみると，圧倒的多数

の人が，噴火の規模から考えて当

然 ないし止 むを得ないとしてい

る。

3｡ 島外避難に伴う活動の概要と

問題点

(1)地元防災関係機関等の対応と問

題点

東京都では早い段階から，海上

自衛隊，海上保安庁，東海汽船へ

の待機要請・出動要請及び静岡県

に対する避難者受け入れ要請を

行っており，また，大島町は，東

海汽船に対し船舶の確保を要請し

ている。しかしこれらの船舶によ

図 ２　噴火直後の住 民の対 応行動（Ｎ ＝774人）

テレビやラジオのニュースに注意した

町の防災行政無禄
（有縷放送）に注倉した

外に出て噴火の様子を見た

噴火の様子を写真にとった

家族や近所の人と噴火の様子について
話し合。た

竃話で町役場・測候所・消防 署・
警裏署などに問い合わせた

自鳩会や消防団の人に問い 合わせた

火の始末をしたり、ガ スの元栓を韆め
たりした

火山灰や噴石による被害を 喟ぺた

避難の準傭をした

家に蝪った

外に出ている家族を 迎えに行。た

自治会・消防団・職崎での防災活勧に

携わった家族を 先に安全な蝿所へ忍餓させた

その他
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る島外避難に際し，町本部から海上自衛隊及

び海上保安庁の艦船に直接連絡かっ かず，船

名，乗船人貝の確認等に困難が生じた。

(2)海上輸送関係機関の対応と問題点

船舶と都本部や現地本部との情報連絡が円

滑にいかず，避難場所，避難人員の把握が十

分できない事態もみられた。また，これらの

船舶の入港・着岸が輻輳した元町港では，船

舶の事故も懸念されるほどであり，船舶相互

特に自衛艦との連絡体制，入港整理体制の確

立が必要とされた。

(3)島外避難者受け入れ先機関の対応と問題点

東京都から静岡県への受け入れ要請は,｢震

災時等の相互応援に関する協定｣ に基づき行

われた。受け入れ先の３市１町では，避難者

数の正確な数字や避難者構成が知らされてい

なかったため，対応に苦慮しており，また，

受け入れに要する費用負担の問題や受け入れ

期間が当初明確でなかったことに対し不安が

あった。

東京都の受け入れは，４区で対応したが，

各区の避難所には，当初は，正確な避難者数

や到着時刻等が十分伝達されていなかった。

また，避難所の運営をめぐっていくつかの改

善すべき点がみられた。

5｡ 伊豆大島噴火災害の特徴と教訓・問題点

出伊豆大島噴火災害の特徴

昭和61年の伊豆大島噴火災害は，昭和52年

の有珠山噴火災害，昭和58年の三宅島噴火災

害と比較すると,次のような特徴がみられる。

①噴火の状況

前兆現象については，他の二つの噴火より

も早い段階から始まっている。また，流出し

た溶岩は流動性の高いものであったため，有

珠山噴火とは異なり，流出溶岩による被害が

心配された。

②避難の状況

１万人を超える住民等が島外避難し，約１

ヵ月間の避難所生活を送るという我が国災害

史上例のない大規模な避難行動がみられた。

③防災体制

（i）指揮中枢体制

伊豆大鳥，三宅島では，四者懇談会や四者

連絡会を平常時から持っており，発災時にも

合同対策本部体制に移行しているが,これは，

伊豆大島や三宅島が１鳥１町（村）であるこ

ともあずかっていると思われる。

今後の噴火見通し等の危険性の評価体制に

ついては，いずれの噴火においても気象台や

測候所で観測データを収集しているが，伊豆

大島噴火と有珠山噴火では，観測施設が危険

となったり，商用電源切断により観測不能と

なっている。

なお，伊豆大鳥噴火においては，たまたま

来鳥中の火山専門家の意見が避難の意思決定

に大きな影響を与えている。

(ii)避難誘導等の体制

伊豆大島噴火，三宅島噴火では，消防団，

警察，町（村）といった地元の関係機関が避

難誘導にあたっているが，伊豆大島では特に

消防団の避難誘導活動 が高く評価されてい

る。

また，陸上での避難はいずれもバスが用い

られており，さらに海上の避難には，三宅鳥

では地元漁業者の船舶を，伊豆大島では地元

船舶（地元漁業者，東海汽船）の他に，海上

保安庁，海上自衛隊の艦船を使用している。

（iii)住民側の体制

伊豆大島には特に整備された住民防災組織
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はなかったが，緊密な連帯意識等から，落ち

着いた避難が行われた。

(iv),前報連絡手段

伊豆大島，三宅島では市町村防災行政無線

(同報系) が使用され，その効果の大きいこ

とを示した。

また，避難誘導現場や避難場所と災害対策

本部間の連絡には市町村防災行政無線( 移動

系) が用いられたが，整備不良等によりあま

り効果がなかった。

(Ｖ)活動要領，活動計画

三宅島噴火，伊豆大島噴火のいずれの場合

にも,合同災害対策本部が設置されているが，

伊豆大島噴火時の合同災害対策本部は，大島

支庁が町役場に移動し，大島警察署や東海汽

船がそれに加わるというように，偶然的な要

素もあったが，実戦的な防災体制となった。

(vi)活動環境

伊豆大鳥噴火においては，島外避難が夜間

にわたって行われたが，海上の波が静かで

あったこともあり，順調に行われた。

なお，３つの噴火災害とも，電話の不通や

停電は一時的，部分的な範囲にとどまってお

り，防災活動上極めて有利な条件として作用

したものと考えられる。

(vii)その他

伊豆大鳥は首都圏に近いこともあり，種々

の而で応援協力が得やすかったと思われる。

(2)伊豆大鳥噴火災害の教訓・問題点

①警戒活動

大島測候所による臨時火山情報等の関係機

関への伝達，関係機関による現地監視班の編

成及び山頂付近の監視体制の確立は，警戒体

制の早期確立，異常現象の早期覚知及び山頂

付近の観光客に対する適切な避難誘導等に効

果があった。

また，大島町は，噴火状況等を同報無線に

より住民等に広報し，警戒を促すとともに人

心の安定をも図った。

②指揮中枢体制の確立・運営

(i)関係機関との連携

四者懇談会，合同災害対策本部等により，

情報の共有化，活動体制の一体化が図られた

が，一方，合同災害対策本部内での情報の共

有化に不十分な面がみられ，また，合同災害

対策本部はどのような場合に設置され，どう

運営されるのか，構成機関がそれぞれ設置す

る災対本部との関係はどのようになるのかに

ついて不明な部分があった。

また，大島町職員の中には役割分担等でと

まどいや不安がみられた。

(ii)危険性の評価

今回の場合，たまたま来島中の専門家の意

見を参考にすることができたが，偶然にめぐ

まれた而が大きい。

また，夜間のため，危険性評価の前提とな

る噴火や亀裂などの状況把握に困難をきわめ

た。

③避難誘導等の活動

(i)島外避難を考慮した措置

大島町から東海汽船に対し，早い段階で船

舶の確保要請が出されるとともに，海上避難

の可能性を考慮して海に近い場所を避難地に

した地区もあった。

また，東京都は，比較的早い段階から，海

上保安庁，海上自衛隊に連絡，待機要請，派

遣要請を行い，静岡県に対しても避難者受け

入れ要請等を行った。

さらに，海上保安庁，海上自衛隊は，正式

な要請がある以前から，警戒配置，情報収集
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を行った。

(ii)避難指示の決定

合同災害対策本部に，島の防災機関の責任

者が一堂に会したため，即決で避難指示が行

えた。

(iii)避難指示の伝達

同報無線による広報効果は,大きかったが，

風の向き，噴火音等により聞きとれなかった

住民があった。なお，聴取不能の人のいるこ

とを考慮して，消防車での広報伝達も行われ

た。

(iv)避難誘導等

消防団を中心とした避難誘導は総じて順調

であり，住民 も，連帯意識があり，まとまり

と落ち着きのある行動をとった。

また，災害弱者のリストが町の出張所に整

備されていたことが，災害弱者の避難対策上

有効であった。

しかし，一部の地域では，消防団と警察の

指示が異なり,住民が混乱する場面もみられ，

また，このようなトラブルが生じた場合の調

整や本部へのフィードバック手段が不十分で

あった。

(v)避難者の移送・輸送

島内避難においては，バスが非常に活躍し

たが，通信手段がなかったため，避難先の変

更等の重要情報を緊急に通報できないなどの

問題もみられた。

島外避難においては，東海汽船，海上保安

庁，自衛隊等の応援体制の早期確立と艦船の

早期派遣が有効であったが，艦船の入港・着

岸が輻輳した。

防災機関が講じた対策及び今後の課題の主な

ものは，次のとおりである。

(1)大鳥町

活火山対策特別措置法に基づく緊急避難施

設整備事業が昭和61年度から５ヵ年計画で実

施されている。

また，町地域防災計画の見直し，職員用の

防災活動マニュアルの作成等運用面の整備，

防災行政無線戸別受信機の配備，防災訓練等

が行われた。

今後の課題としては，合同災対本部設置の

基準，運営のルールの確立，防災専門家の意

見の合同災対本部における位置づけ等各防災

機関共通の課題がある。

(2)大島町消防本部，消防団

車両の更新，消防用無線の整備，消防団活

動マニュアルの作成等が行われている。

今後の課題としては，住民の避難誘導体制

のあり方について検討の必要がある。

(3)束京都大島支庁

避難休憩舎の整備，職貝用の防災ハンド

ブックの作成，都道点検パトロール体制の充

実等が行われた。

今後の課題としては，大島地方隊本部とし

ての情報の選別，統一化等が必要である。

(4)大島警察署

島外避難を考慮した警備実施計画書の見直

し，全戸巡回連絡，避難訓練等を実施した。

(5)東海汽船

大鳥支店及び同支店所属のバスに無線機を

設置した。

今後の課題としては，艦船の相互連絡が可

能な体制づくり，港からの避難等についての

6｡ 伊豆大島の火山対策の現状と今後の課題　　 検討等が必要である。

昭和61年11月の噴火を教訓として，各現地　 （6）自主防災組織
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帰島後，町，警察署，消防団が中心となっ

て各地区で主旨説明会等が実施され，８地区

49ブロック270 班から成る自主防災組織が結

成された。

今後の課題としては,避難誘導方法の検討，

活動内容の充実強化に向けての検討が必要で

ある。

7｡ 離島火山における警戒避難対策

離鳥の場合には，噴火災害に対する警戒避

難対策上，特に次のような問題と対策が考え

られる。

(1)災害事象（噴火現象）

海岸付近での噴火の場合，マグマー水蒸気

爆発を起こす恐れがある。

（2）防災体制（指揮中枢体制）の確立・運営に

関する問題

①地形上の特質から電波が山にさえぎられや

すいこと，火山活動に伴う地震で電話線や道

路が寸断され易いことなどから，鳥内各地区

の状況把握が困難になり，その結果，適切な

避難の勧告・指示が出せない恐れがある。

したがって，無線通信手段の整備充実を図

る必要があるが，さらに，無線不感地域の解

消，通信要領の策定と習熟，通信運用体制の

確立，基地局等の耐震性の向上，携帯無線の

予備電池等の確保等の対策を実施する必要が

ある。

②観測機器が充実していない離鳥では，観測

機器の輸送・設置に時問を要したり，専門家

の到着の遅れなどにより，前兆現象の判断が

遅れる恐れがある。

したがって,観測機器の充実,テレメーター

化，専門家の緊急派遣制度の確立等の対策を

実施する必要がある。

③初期には現地関係機関からしか情報が入ら

ず，都道府県本部等では，全体的状況の確認

ができないため，状況把握に時間がかかるこ

とが予想される。

したがって，情報収集手段の充実，航空偵

察体制の確立等の対策を実施する必要があ

る。

④上記①～③及び防災関係機関等の所在地や

艦船の基地等から離れていることから，都道

府県やその他の関係機関からの応援派遣，体

制の確立が遅れる恐れがある。

したがって，応援部隊の空中派遣，現地防

災関係機関の活動力の向上等の対策を実施す

る必要がある。

（3）警戒活動に関する問題

警戒段階が短い噴火の場合には，防災関係

機関の警戒活動（島外避難を考慮した船舶の

警戒配置等）が遅れる恐れがある。

したがって，現地防災関係機関の活動力の

向上，自律的な避難体制の確立（計画の策定）

等の対策を実施する必要がある。

（4）避難に関する問題

①周囲を海で囲まれていること，道路が限ら

れていることから，噴火に伴う地震等により

孤立する地区が出たり，移動（移送）が困難

になる恐れがある。

したがって，地区（集落）単位の避難体制

（計画）の確立，避難施設及び道路網の整備

等の対策を実施する必要がある。

②火山島では，どの地域から噴火してもおか

しくないところが多く，島内での避難場所の

確保が困難となる恐れがある。

したがって，島外避難体制の整備，堅ろう

な避難施設の建設・確保等の対策を実施する

必要がある。
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③危険が切迫している状況下で正確な判断や

情報が伝わらず，避難もままならない場合に

は，混乱が生じる恐れもある。

したがって，孤立の恐れのある地区に対す

る情報連絡手段の確保( 同報無線，戸別受信

機等の配置，双方向連絡可能な無線の確保)

等の対策を実施する必要がある。

④島外避難の場合,海上避難が主力となるが，

避難港の確保，艦船の入港先・入港順序の調

整・決定，接岸，乗船などの作業があり，陸

上避難に対し迅速性に欠ける恐れがある。

したがって，艦船，避難港，避難収容先の

確保・整備及びそれらの事前割当，ヘリコプ

ターによる避難計画の策定等の対策を実施す

る必要がある。

⑤他の地方公共団体による避難者の受け入れ

に際し，受け入れ避難者数が正確に伝えられ

ない可能性がある。

したがって，避難者を乗せた各船舶との情

報連絡体制の明確化及び情報連絡手段の確

保，事前割り当てによる避難者数把握の迅速

化等の対策を実施する必要がある。

(5)その他

以上のとおり，離島における火山噴火災害

対策は，極めて厳しい条件を考慮して実施し

なければならない。

そのため，上記対策のほか，次のような措

置を講じておく必要がある。

①防災アセスメントの実施及び災害危険予測

図の作成

近年の観光開発の進展に伴い，以前よりも

火山に接近する機会が増えていること等か

ら，火山活動が起これば，より大規模な災害

が発生する可能性がある。

このことから,地域の災害危険性を科学的，
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総 合 的 に 明 ら か に す る た め，「災 害 履 歴 の 検

討 」，「火 山の 特 性 の 把 握 」，「災 害 環 境 の 把 握 」

等 か ら なる 防 災 アセ ス メ ント を実 施 す る と と

も に， そ の 結 果 を総 合 し た 災 害 危 険 予 測図 を

作 成 し ， 行 政 で 活 用 す る こ と は も と よ り， 住

民 等 に周 知 徹 底 を 図 っ て お く 必 要 が あ る 。

②防災用の資料や地図等の整備

①の結果及び災害抑止要因等を簡潔に盛り

こ ん だ資 料 や 地図 等 は， 防災 活動 上 極 め て 有

効 であ り, 積 極 的 に 整 備 し て い く必 要 が あ る。

③自主防災体制の確立

噴 火 災 害 の 発 生 に 際 し ， 迅 速 ・ 的 確 な防 災

活動 や 避 難 活 動 を 行 う た め に は ， 地 域 住 民 が

自分 達 の 地 域 は 自 分 達 で 守 る とい う 連 帯 意 識

と協 力 が 必 要 で あ り ， 自 主 防 災 組 織 の 育 成 を

図 る こ と に よ り， 住民 の 自 主 防 災 体 制 の 確 立

を推 進 す る必 要が あ る。

また， 噴火 に対 する 住 民 の心 が まえ を 促 し

て お くこ と も重 要 で あ り, 例 え ば 大 島 町 で は，

昭 和61 年 伊豆 大 島 噴 火 後, 防 災 手 帳 を作 成 し，

表 ２ の よ うな 心 が まえ を促 して い る 。

④防災訓練の実施

火 山噴 火 災 害 時 に お い て 適 切 な 応 急 対 策が

実 施 さ れる た め に は ， 定 期 的 に ， 総 合 的 ・実

戦的 な防 災 訓 練 を 実 施 す る こ と が 重 要 で あ る

と と もに ， そ の 際， 目 的 を 関 係 者 に 徹 底 し ，

具 体 的 な 災 害 想定 の も とで 綿 密 な 計 画 を 組 ん

で 行 う 必 要 があ る。

⑤防災知識の普及

平 常 時 か ら住 民 等 に 基本 的 な 防災 知 識 ， 防

災 而 か ら み た 地域 の特 性 ， 発災 時 の 対 応 のあ

り方 等 をあ ら ゆる 手 段 や機 会 を 活 用 して 周知

し て お く必 要 が あ る。

⑥観光客に対する避難誘導対策

火 山周 辺 は 観 光 地 で あ る こ と も多 い た め，



避難誘導対策は,現地の地理に不案内であり，

また，火山災害への備えや知識も不足してい

る観光客も考慮して立てられる必要がある。

表2

1） ふだ んの心がけ

①　噴火に関して異常現象を発見した人は，電話などの最も早い方法

で，町役場 に連絡する。

②　あなたの避難路や避難場所を確認しておく。

③　あなたの班や班長の名前を知っておく。

④　避難時に備え非常持ち出し袋（リュックサックなど）を備えてお

く。

⑤　同報無線広報の聞こえない所に出掛ける場合は，家族などに行先

を告げておく。

2） 避難の準備

①避難に備え，早めに準備する。

②　町から放送される警報などを聞いたときは。避難場所や班長の再

確認 をする。

3） 避難するとき

①　自主防災組織の班長や同報無線の広報で避難の指示が出された

ら， あわてずに指定 された避難場所に避難する。

②　避難するときは，班長や町職貝，消防団員などの指示に従い隣り

近所に声をかけ， お互い に協力し安全に避難する。

③　避難するときは，ガスの元栓をしめ，すべての火を消し，また電

気のス イッチもすべて切る。

④　避難するときは避難場所が遠距離な者以外は，自動車などを使用

しない。

4） 避 難をすると きの身じたく

①
②

③
④

頭 を保護する物を着用する。（ぽうし，ヘ ルメ ット）

荷物 は，最少限の非常持ち出し品 のみとし，手 には荷物 を持 たな

い ようにする。

軍手 や手袋 を着用する。

靴は， かかとの低い もので，歩きやすい ものを履 く。
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